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地域スポーツクラブ育成に対する支援施策の推進状況
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1.はじめに

近年わが国のスポーツ政策において，地域スポーツクラブの育成は大きな注目を集めるテー

マの 1つとなってきている.その理由には，主に 3つの政策的背景がある.第一に，旧文部省

によって 2000年に発表されたスポーツ振興基本計画では，生涯スポーツ社会の実現のための最

重点施策として「総合型地域スポーツクラブJ(以下， I総合型クラブJと略す)と呼ばれる地

域スポーツクラブの全国展開が提唱され， 2010年度までに全国のすべての市区町村に少なくと

も 1つの総合型クラブを設立するという到達目標が設定されたということである.その計画の

なかでは， I複数の種目が用意されている Jことや「子どもから高齢者まで，初心者からトッ

プレベルの競技者まで，地域の誰もが年齢，興味・関心，技術・技能レベル等に応じて，いつ

までも活動できる Jこと，住民が「自主運営Jすることなど，総合型クラブのあるべき特徴が

規定され，会員の受益者負担の意識が低く，単一種目型で，性別・年代が限定的であった従来

のスポーツクラブのあり方から転換を図っていく方針が示された.総合型クラブ育成の現場に

目を向けてみると，全国のスポーツ関係者を巻き込みつつ育成が進められ， 2011年 7月現在，

全国1， 318の市区町村(全市区町村の75.4%) に創設準備中の組織も含め3，241の総合型クラブ

が育成されてきている(文部科学省， 2011b)4). 

第二に， 2010年に文部科学省によって発表された「スポーツ立国戦略Jにおいて，スポーツ

振興基本計画 (2000年)が示した総合型クラブ育成の方向性が継承され，その育成が政策的に

継続されたということである.スポーツ立国戦略のなかで総合型クラブは，スポーツをめぐる
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[新しい公共jの担い手，さらには地域スポーツと競技スポーツの妻子循環の拠点としての新た

な役割が付与され，政策的に重要なものとして位置づけられた. 2009年 8月に政権交代を果た

した民主党内閣が重要視する「新しい公共jと2000年以降展開されてきた総合型クラブ育成に

おける住民主導，自主運営という理念は，このスポーツ立菌戦略において重ね合わせられ，地

域スポーツクラブはスポーツ振興の重要企担い手として位置づけられたのである.

に， 2011年 8月に施行されたスポーツ基本法において，以下の条文が新設され，地域ス

ポ…ツクラブについて言及がなされたということで島る.

第三章基本的施策

第二節 多様なスポーツの機会の確保のための環境の整競

(地域におけるスポーツ振興のための事業への支援等)

国及び地方公共団体は，国民がその興味又は関心に応、じて身近にス

ポーツに親しむことができるよう，住民が主体的に運営するスポーツ団体(以下

「地域スポーツクラブJというー)が行う地域におけるスポーツ振興のための事業へ

の支援，住民が安全かっ効果的にスポーツを行うための指導者等の配置，住民が快

適にスポーツを行い相互に交流を深めることができるスポ…ツ施設の整備その地の

必要な施策を講ずるよう努めなければならない.

スポーツ基本法 第二十一条より抜粋

「スポーツ基本法Jとは，わが国におけるスポーツ振興の法的根拠であったスポーツ振興法

の全面的会攻定を通じて制定された法律である.そのなかでは，従来の「スポーツ撮輿法jで

はみられなかった「地域スポーツクラブjという文吉が盛り込まれ，国及び地方公共自体は 

f住民が主体的に運営するスポーツ団体jとしての「地域スポーツクラブJが実施する事業へ

の支援についての努力義務を有することが定められた.このようにスポーツ振興の挟拠とをる

べき法葎において「地域スポーツクラブつという文言が記載されたことは，今後も一定期間，

行政施策としてクラブ育成支援を継続していくという方向性が示されたとみることができる，

こうした政策的状況下において，地域スポーツ振興を担当する行故職員は， r政策で示され

ましい特殻」を有するスポーツクラブを組織化し，それを運営する住民を育てることや自

主運営の支援をすることを主要な課題として抱えることになった.昨今のスポーツ政策のなか

で強課されている f自主運営」ゃ f住民主導jは，行政が主導してスポーツ事業を実施するの

ではなく，地域で暮らす住民が自主的・自律的にクラブを組織化し住民のスポーツ活動の場を
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用意することを意味する(注1)すごと bち，地域スポーツクラブの設立が政策課題の数値目標と

して掲げられた状況において，行政の相当者たちはスポーツ事業を f守政主導」で企画するの

ではなく，地域住民が自ら仲間を集い，自分たちでスポーツ活動の場を用意するといった，い

わば「住民主導jのかたちで保すという課題が突きつけられることになったのである.このよ

う会設策的潮流のなかで，今後間われるべき課題の 1つは，クラブ連営に積極的な住民をどの

ように緬養し，支援していくのかという，行政による支援事業のあり方で奉る.

一連の政策動向に呼応するように，近年，地域スポーツクラブに関する数多くの報告・研究

が産出されてきてきた.そのなかには行政による支援や広域スポーツセンター事業(出)に焦点

化した報告・研究も少なくない.例えば，文部科学者 (2011a)3)による f平成22年度広域ス

ポ…ツセンタ…に関する実態調査結果Jでは，すべての広域スポーツセンターを対象としたア

ンケ…ト調査が実擁され， r運営形態j，r人員配置j，r予葬j，r事業内務j，r未設置市(区)

町村でクラブ育成が進まない理由J等の視点から法域スポーツセンター事業の概要が明らかに

されている.また，支援組織としての宥設の投割に着目し，行政職員のより良い支援のあり方

を考究した作野・清水 (2001)5)，ま，総合型クラブ育成モヂル事業の受託組織を対象とした糞

関紙調査を実施し，その議査結果から住民主導型クラブの組織化プロセスにおいて有効に機能

する行政職員の菅璃行動を提示した.一方，谷口 (2008)6)や川議・柳沢 (200吉)1)は，クラブ

に関わる当事者へのインタビュー調査を中心に，現場の実態を詳細に描き出した.谷口 

(2∞8)6)は，住民主導のクラブづくりを支援するという新しい「スタンスJを携築する際に生

起する行政担当者の葛藤を f揺らぎjというタームを便崩して分析し，住民の自発性・自樟牲

を鼓舞するためにどのようにふるまうべきかに戸惑う職員の様相を淳き彫りにした.また川

議・柳沢 (2009)叶え茨城県によって実施された広域スポーツセンターモデル事業の実施過

粧を跡特け，県の行政が，独自のスポーツ振興の将来像を描くことなく，また隣接する政策領

域とも連動させられることなく，国が推し進める広域スポーツセンター事業を受託し実施して

し五 を明らかにした.このように地域スポーツクラブ育成に対する支援事業に関する研究

は散見されるものの，現場でクラブ育成支援を担う政策担当者がどのような活動を行い，どの

ような問題を抱えているのかについては，これまで誌とんど等閑視されてきたと言ってよい.

わずかに谷口 (2008)6)やJII蓬・梅沢 (2009)1)が，当事者の目隷からその実態を描き出してい

るが，現場の担当者が抱える課題については十分に共有されているとは言えない情況である.

そこで，本穣では地域スポーツクラブ育成の支援事業を展開する当事者がどのような活動を汗

い，どのような問題を抱えているのかを，現場の目線から明らかにしようと思う.地域スポー

ツクラブ育成に対し肯定的な政策詳舗が継続されてきている現況については，小林ら(小林
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ら， 2007)2)が総合型クラブに関する政策評誕の動向を整理しているが，そうした政策評箭の

裏側で生じている実障のクラブ育成支援の現場の担当者が車萌している諸問題に踏み込んで，

その実態を明らかにすることは，今後のクラブ育成支援のあり方を検討する上で，ことさら

要な視点を提供するものと言える.

かかる開題意識のもと，以下では，ま 2章で調査対象である A県の概要と調査方法を

提示したのち，第 3章において A県における総合型クラブの育成状況を 3つの自治体の視を

挙げながら概説する.そして第 4章では， A黒から広域スポーツセンター事業について捕助金

を受けている外蕗団体による総合型クラブ支援事業の概要を整型し，第 5章において，総合型

クラブ育成の支援にあたる現場の担当者が置かれた問題状読を指捕する.そして第 6章におい

て本議の議論を総括し，最襲的に広域スポーツセンタ る諸問題について

鳴らかにする.

なお，現場の担当者の摺人的な語ちを取り上げることを重視する本稿では，対象者の障壁名性

を確保するため，調査対象の自治体名や組織名，人名を仮名とした.現場が罷かれたコンテク

ストが不明瞭になってしまう点は否め令いが，担当者の生の声からは，彼らが置かれた困難な

状況についてリアリティをもって表取することができ，今後の地域スポーツクラブ育成のあり

方を考える際に重要な視点を提供するものと考える. 

2.調査対象と調査方法

本調査では， A県を事例として，地域スポーツクラブ背或に対する支援施策の現状と政簸担

当者が対持している諸開題を明らかにする. A1県では2008年に fA県スポ…ツ振興碁本計爾j

が策定され，日常的なスポーツ活動の場として，地域註民が主体的に運営し，すべての県民が

参加できる総合型クラブの設立・育成を推進するという方向性が示された.そして2013年度ま

でに県内全市区有村に 1---2つの総合型クラブを設立，その後県内に 100以上の総合型クラブ

を設立することを其体的な設量目標として掲げた.総合型クラブ青戒の支援策としては， 2002 

年度から A県教育委員会と A県主管の財毘法人スポーツ振興事業財団(坂名，以下「事業財

田Jと略す〉の連携によって様々な事業を展開してきている.実際には， A 1長からの補助金を

受けるという形式でこの事業財聞がま城スポーツセンター事業の全般を実施してきており，支

援事業の実繋的な担い手と替える

事業封団は， A果におけるスポーツ振興を目的として，指定管理者受託事業，事業財団自主

運営事業，県との連携誰進事業等を実施する組織である .1980年の創設以降，スポーツのみな
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自時

場所

調査内容

対象者の

プロフィール

表� 1 調査内容とインタピュー対象者のプ口フイール
 

2011キ12月


事業封印事務所内会議室
 

「事業員全閣の概要j，rインタピュー対象者の近況よ� rA主主における総合型クラブ育成状

況j，r総合議クラブの支援状況(働きかけの内容と現在抱える問題)j

日氏(専門員): 28裁.男性.X大学大学院博士竣期諜韓在学中であ与，スポ…ツ軒学を

専攻.事業封団には� 1月あたり王子均13，14日勤務(萩勤 2年目).総合部クラブ未設盟自治

体への働きが中心だったという昨年疫の反省より，設立鴇みクラブへの動きかけを行うこ

とを今年度の自標とする.� 

S氏(コーディネ…タ…): 25議.男性.X大学大学院博::t前期諜韓(スポーツ科学専攻)

卒業後，現在，公務員試験受験準鏡中.事業財自には� 1月あたり平均10日動務(在勤� 1年

目入入職拐年度のため仕事に積れるとともに，情報不足であった総合型クラブ育成現場

のデータを集めたいとの意気込みを持つ.

らず生語学習や文化の振興を担う組織として，主として県営施設の管理運営事業に従事してき

た.近年は，� r指定管理者jとして複数の県営スポーツ譲設の管理運営を受託してきており，

その管理運営を行う県営スポーツ施設内に事務所を構えている.2000年以降，県営の生涯学警

施設等が相次いで間接されてくるなかで，事業財団は管理運営事業だけでなくスポーツイベン

ト等の「自主運営事業Jも実施してきた.また.r県との連携推進事業」のをかの� 1事業とし

て� f広域スポーツセンタ…事業Jを位置づけ，総合型クラブ育成の支援を実施してきた.2011

年度における広域スポーツセンタ…事業の担当駿員は，常勤職員� 5名(課長〈社会教育主事〉� 

1名，調整課長� 1名，係員� 3名人非常勤職員� s名の合計11名で構成されている.常勤職員� 5

名のうち� 4名品県からの派遣職員で� 1名は事業財団の契約職員である.非意勤職員はすべて

事業慰罰の単年契約の職員で，クラブ育成iこ対して専門的な知識や経験を有する「専門員J2 

名とクラブ育成の調整役としての「コ…デイネーターJ4名が配寵されている(注4) 常勤犠員

は主に管理的な事務を担う一方，非常勤職員で為る専門員とコーヂィネーターがクラブ育成現

場ι対する支援の実務を担当している.

本調査では，事業財団の専門員 1名� (H氏)と Iーデイネータ -1名� (8氏)を対象に，イ

ンタビュー調査を実施した.H氏は非常勤職員のなかでも勤務日数が多く，実務の中心を担っ

ている存在である〈部インタピュー調査の呂時，場所，内容，対象者の概要については表 1

のとおりである.2011年12月，事業財聞事務所内会議室において� H氏.� 8氏� 2名問時にインタ

ピューを実施した.r や「インタビュー対象者の近況よ� rA県における総合型事業財団の概要J

クラブ育成状況J.r総合型クラブの支援状況(働きかけの内容と現在抱える問題)Jという内

容を中心に学構造化インタピューを計い，またあわせて事業財団公表の関連資料もi収集した.
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3. A県における総合摺クラブ育成の進捗状況

本章では� A県における総合型クラブ脊成状況を跡村ける.まず，� A県全域における総合型

クラブの育成状況を概観したのち� 3つの自治体を集点化しさとがらさき該地域における総合型ク

ラブ育成の概況を把握する.着吾する� 3つの岳治体は，しばしば先進事例として取ち上げられ

るZクラブが活動拠点とする� B市，市内に12のクラブが同時に設立された� C事，さらには総

合型クラブが未だ育成されていない「未設置自治体」の例として� D市である.� 

(1)A療における総合室クラブ育成の擁況� 

Al築における総合型クラブの脊或率については，黒内全市陛町村の64.5%の自治体において

既に総合型クラブが設立されている(表幻.A渠では， した� rA県スポ…ツ

本計断Jによって，すべての市民町村に総合型クラブを るとの到達吾諜が設定されてい

るため，未設置の自治体� (35.5%)への働きかけが課題となっている唯6) A県が推進する� 

f総合型クラブJとして認められるためには，各市区町村行政から� A県の総合型クラブ担当職

員に報告がなされる必要があり，� A思の行政は，各市区町村から申請された組織についてはす

べて クラブjとして認定してきている.すなわち，� A県の行政としては明確な� f総合

型クラブjの認定基準を有しているわけではなく，各車註釘村レベルの自治体によ� て認めらQ

れ，� A 1県へ報告されるか否かが経録のための基点となっている.� 

3は総合型クラブが設立済みの自治体内に，いくつのクラブが存在しているのかをまとめ

たもので、ある.2011年11月初日現在� 1つの総合型クラブが設立されている自治体は約半数� 

(57.5%) を占め� 2つのクラブが設立されている自治体は22.5%，3クラブ以上設立されて

いる自治体は20.0%と，多くのt3治棒では� 1クラブのみの育成に留まっている.� 

41ま，事業財冨が作成した� W2010年夏広域スポーツセンター事業報告書jを参考に，� A県

における総合型クラブの活動状況をまとめたものである慌の.r活動状況jについて� li，r会員

襲� 2 総合型クラ

県内全市区町村数に占める割合(%)� 

設立済み自治体 64.5 

告治体 35.5 

ぷ』
口 10立ち

出所:事業慰問合表資料を参考に筆者らが作或� (2011年11月訪日現主〉
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務� 3 総合裂クラブ設立済み自治体におけるクラブ数

設立済み市区町村数に占める割合(%)� 

1クラブ� 

2クラブe 

3クラブ以上� 

57.5 

22.5 

20.0 

合計�  100.0 

出所:事業財関公表資料を参考;こ築者らが作成� (2011年11昆30B現在)

表� 4 A県における総合型クラブ活動状況

錨考活動状況

会員数〈中央値) 県内総会員数は約26，600人.構成は小中学

生� (34.5弘〉が最も多く，次いで60代� 

約250人

(12.6%入� 40代行1.0) となっている.

月会費(中央龍〉 全体の89.3%のクラブが会費を議~又してお約207円

り，クラブごとで� 1人あたりの会費の額に

差がみられる.

活動種目数(平均傭) スポーッ:約10種目 スポーツ活動種目は10以上が52.0%，6 ~ 

文化活動:約 1~2 種呂 9積院が30.7%，3 ~ 5種設が16.0%とな

っている 小種目，最大12韓日). 

まにバドミントン，卓球，欝療体操.文北

活動種目は� 1---2種陸が33‘3%，� 3 ---5種

日が12.5%となっている(最小:0 百，� 

:12種自).主に英会話，和太鼓，生

汁花.

予算規模(中央値〉 1---1， 00む円以下が36.0弘，� 10，001円以上

が21.3%と予算規模に差がみられる.

約266万円� 

自己財源率(平均信〉� 自己財課率51---70%のクラブが13.3%，71 

---90%のクラブが20.0%，91---100%のク

ラブが29.3%となっている.昌己財源率

は， (会費十事業費+ /全体戦入

として計算した.

63.8% 

主な活動拠点 学校体脊施設 主な活動拠点は学校体育施設63.5%，公共

スポーツ施設25.7%，株投・麗校鰭設� 

10.8%とごとっている事

クラブマネジャーの配置 約52%のクラブに配鷺 常勤が9.9%，非常勤が90.1%となってい

る.

出掛事業財団作成� r2010年度広域スポーツセンタ…事業報告書iをもとに，筆者らが枠成� (2010年� 7月1B現在)

数j，r ，r 活動種l3j，r自己月会費j 予算規模jでは数値の差が大きいため中央備が示され，� r
財源率jでは平均葎がポされている.
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(2) B市の概涜:設立漬み自治体の倒号� 

A る君子主で~j:，スポ…ツを通して地壊のj毒性化を留ることや地域の子ども

たちに専門的なスポーツ指導を提供することなどを話的として，� zクラブが2002年に設立され

た.設立の中心となったのは，球技種目の経験豊誌な指導者である.zクラブは設立から間も

ない時期に，持続的に運営すること，そして社会的に認められた団体となることを目指して特

定非営利活動法人格� (NPO法人格)を取得した.2010年� 8月には，テニスやバスケットボー

ル，各概ダンス，健鹿体操教室などの複数種目の活動を展開し，約250名の会員が参加するク

ラブとなった.スポーツ活動においては，各犠連盟や民間団体と連携しながら専門的

を配樫してきた.また，指導者の養成事業や行政からの委託事業も積極的に麗関� L，

はしばしば成功事例として紹介されてきた.� 

(3) C 容の概況:設立演み自治体の~J 争 

lつである� C市では，従来から地域のスポーツ振興を担ってきた組織

である� IC市地陛体脊振興会J(仮名)を中心に総合型クラブが設立された.地回体育援興会

は，� C市体育協合に加盟する団体として，市内の12地区においてそれぞれ独立した組織を

ち，各組織独自に連動会やイベントなどを実施してきた.また，地区対抗のスポーツ大会等も

継続して行われてきている.そのような活動を展障してきた車内の各議室体育振興会が，� 2011 

年11月に総合型クラブとして� A県に申請されたため，� C市には12の総合翠クラブが同時に

立された，� 

C市ではこの約� 1年前に，宥識者を議蕗とした総合型クラブに関する講義が行われた.H氏

は，この講義の参加者である体育振興会の関孫者からは，地域スポーツクラブの考え方等につ

いてあまり詩意的な雰関銃は感じられなかったと指摘する.しかしながらその後，体育振興会

内部で総合型クラブへの移行についての議論がなされ，まずは� 1--2地肢をモデル的にクラブ

に移行させるとの方向で繭が進展していった.ところが実際には，� 2011年11丹に市内12地区す

べての地区体育掠興会が総合型クラブとして県に申請されてきた.H氏は，その串請件数に驚

くとともに，そうした性急、な展開の義髄に誌，おそらく時間をかけた議論を抜きに撞域スポー

ツクラブが設立されてきてしまったのではないかと誰譲号する.今後は，地区体育振興会の動向

について清報収集する長要性を感じていた.� 

(4) D市の概況未設置自治体の樹

県東部の� D市では，行政と 会J(酬が中心となり， 2010年� 7月に総合型地域
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スポーツクラブを体験してもらうイベントを関穣し，総合型クラブの設立に向けた活動を行っ

てきた.棒験イベントは，事業財田による指導者法違の支援を受け実施された事業であり，地

域住民に対してスポーツ体験の機会が提摂されるとともに，地域スポ}ツクラブに関する講演

会が行われた，

事業財団の H氏には，体験イベントの事業自棒は多くのスタッブに支えられ盛況であった

ように感じられたものの，そうしたイベントの盛出ぷりとは議喪に，その後総合翠クラブ設立

へつながる動きを D市の中で確認することはできていない.H氏iまその理由として，総合型

クラブ育成の中心として期待される体育指導員が自分たちでクラブを設立・運営する意識が乏

しいことを指摘する.これまでの体育指導委員は行政主催事業の指導者として参加することが

多く，そうした体制のもとでは事務局の機能を行政が扱当してくれることが多かったものと推

察される.そのような投書日分割を長年にわたり経験してきた体育指導員の意識を変容するに

泣，かなり長い時間を要すると考えられる. 

4. A ~患におけるま域ス ツセンター事業の現状

本章では，事業財団作成の r2010年皮革域スポ…ツセンタ一事業報告書iを参考に事業の擁

要をまとめ.A果では総合塑クラブの設立に向けてどのような支援が行われているのかを整理

する.とりわけここでは，この報告替をもとに. f1.指導者派遣J，f2.人材養或・研修J，f3. 

活動支援J. f4.巡回指導・クラブ相談 'HPによる清報提禁jに集点を当てて， A!畏における

広域スポーツセンター事業の内容について整理する. 

(1 )指導者派遣

指導者諒遣事業とは，総合型クラブの設立を視野に入れている組織(市区町村を含む)

立後の総合型クラブに対して，それぞれの組織が実施する事業に適した指導者を派遣い

型クラブの設立や運営，活動内容の充実を支援することを目指した事業のことである . i欣漉を

希望する組識が事業護者自に申識をし，ぞれを受けた事業財団が申請者の事業内容を踏まえ

住者を選定し，語導者を派遣する. 2010年度においては，水詠教室や総合型クラ

講習会などの10事業に詩人の指導者が派遣され，関寵された講座やイベント・ は774人

が参加した.



142 中央大学保健体育研究所紀要 第30号 

(2)人材養成・研修

人材養成・研修事業は，総合型クラブの活動を支えるスタッフを養成したち，また安定的な

クラブ運営を留るための研修の機会を提設する活動である.具体的に辻2010年援においては，

総合型クラブのマネジメントを担うために岳要な基礎知識を習存することを目的とした「クラ

ブマネジャー養或議習会jやクラブマネジメントについて発展的な内容を学賀する「スポーツ

クラブマネジャー研修会J.将来のスポ…ツのあり方をテーマとした「クラブシンポジウム」

など日本の講習会・イベント等が実施された. 

(3)活動支援

は，既設クラブを対象とした fスポーツ事業支援J.未設費自治体に対する

クラブ体験会J.既設クラブのスタッフ閲の惜報交換・交流促進を金額した f総合翠ク

ラブ連絡協議会jなどが，代表的な事業となる，スポーツ事業支援では，地域におけるスポー

ツ参加機連の上昇を図ることを目的に. A1県内で設立、読みの総合型クラブが行う事業を対象と

して 1事業最高田万円までの議揚金が交{すされた‘ 2010年度においては，元 Jリーガーによ

るサッカ…教室や地域の運動会などが支援対象となり， 19事業に 10，634名(総合型クラ

え758人，一般 A県民7，876人)が参加した.また，未設置自治体のプレ事業を支援し，クラ

ブの理解促進を目的とした「総合型クラブ体験会Jは， 2010年度において 3地区において開催

され，合計516名の参加者が集まった. I総合型クラブ連絡協議会Jは， 2010年度においては 2

回開催され，既設クラブのスタッフ間の交流促進に向けて，事業財団からクラブ育成に関する

情報提供が行われるとともに，総合型クラブ関係者で慣報交換がなされ，合計62名が参加し

た.

{ヰ)クラブ訪関・クラブ観該・ HP蓮堂

クラブ詰開事業は，総合型クラブ未設置地返と既設のクラブを対象に広域スポーツセンター

の詔当者が訪開し， 1警報収集やアドバイスを行う事業である .2010年度には，未設置地区に対

して，設立準繍委員会への参加，行政職員と地域スポーツ関係者を対象としたクラブ育成につ

いての検討会などが実施された.また，既設のクラブに対しては，広報紙の取材やスポーヅ

業の視察等が行われた(波9) 未設置地区への支援については，識として A県の総合聖クラブ控

当者が調整を行い，その結果を受けて県と広域スポーツセンターの祖当者が未設霊地区での支

援の準備を開始する.現状として，広域スポーツセンターは，各自治棒の地域スポーツ振興担

当者に対して直接アブロ…チするのではなく， A県の担当者を合して支援の調整を始めるので
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あり，このような役割分担が暗黙の了解となっている.

また，クラブ相談事業は，総合型クラブに関する紫関や相談に対応する活動である.依頼者

は，議話・震予メールや事業封閉への藍接訪問などによって問い合わせ，事業財団の広域ス

ポ…ツセンター拐さ当者が対応するものである .2010年震は，クラブマネジャ…・アシスタント

マネジャーの資格や講習会に関する事項や事業財自の主催イベントに関する事項，広域スポー

ツゼンタ…の事業内容に障する事項など，合計68件の問い合わせがあったー 

HP運営事業としては， HPを通じて，実際に総合型クラブ'の漣営を狩っている人に向けて，

本城スポ…ツセンターが提誤する事業内等についての構報提供が行われた.また，総合型クラ

ブに参加したい人やクラブについて知りたい人に対して，総合型クラブの考え方や各クラブに

ついての槽報提供が行われた. 

5.広域スポーツセンター事業担当者が抱える問題

以上， A県における総合型地域スポーツクラブの背成晴況，広域スポーツセンタ…事業の現

状についてみてきたが，本調査を通じて明らかとなった諸問題試，おおよそ次の 4つに集約で

きるだろう.それは， 11.多様に解釈される総合型クラブ像と現場の多様性ム 12.既設ク

ラブについての清報不足よ 13.変容させるのに長期間を要する現場の様相J，r4.広域ス

ポーツセンタ一事業の将来性についての不安」である.

(1)多識に解釈される総合型クラブ像と現場の多様性

先述したように A県では2008年に rA県スポーツ振興基本計繭Jが策定され，早期に県内

全前区町村に 1~2 つのクラブを設立していくことが目標として掲げられた.その計闘の会か

では，総合型クラブの特撮辻， rだれもが，いつでも，どこでも，いつまでもスポーツを楽し

むことができる仕組みJ，1地域の日常的ごとスポーツ活動の場jと説明されている借10) このよ

うに表現された総合型クラブの「あるべき姿J拭，現場の人びとによって多禄に解釈できうる

ため，おのずと議々な特殺をもった総合型クラブが設立されてくることになる.それぞれの地

域で多様会総合型クラブ像が描かれ，展開されるなか，地域スポーツクラブ育或を支援する現

場の職員は，自らがどのよう金支援をすることがクラブ育成に繋がるのかを模索している.現

場の担当者たちは自分の修得してきた専門的知識や経験を拠り所に，クラブ育或の効果的な支

援方法を考えるのだが，あるべき理念と現実の講は響易には埋まらない.吾uえば， B甫におけ

る 2クラブについて，事業財閥の H氏は非常に長いクラブであることを認めながらも，一部
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の運営委員に過剰な負担がかかってしまっている点について危倶を抱いたりもしている. そし

て， もう少し多くの住民が運営に参加し， より多くの会員で支えあう組織になれれば， さらに

良いクラブになるのではと語る一方で， zクラブのように一部の住民が中心となり専門的なス

ポーツ事業を展開するというのも，総合型クラブの 1つのあり方かもしれないとも語る.

このように，唯一の正解が存在しない総合型クラブ育成の現場において，彼らはクラブづく 

りの第一歩を支援するために自らが果たすべき役割を自問しつつ， その具体的な貢献のあり方
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について模索する日々を送っている. 

(2)既設クラブについての情報不足

現在，事業財団において既設クラブの主な情報源となっているのは，年 1回のアンケート調

査と各種支援事業時における視察である. アンケート調査は，事業財団が独自に展開してきた

ものではなく，文部科学省が実施した『総合型地域スポーツクラブに関する実態調査JI の結果

から A県内クラブの回答分を集計したものである. 一方，事業財団が実施する指導者派遣や

スポーツ事業支援の対象事業にはたいてい事業財団の職員が視察に訪れることとなっており，

その際に各クラブの現況についての実態調査がなされている.

こうした調査のみでは，十分な情報が収集されているとは言い難く，情報を豊富に保有して

いるクラブとあまり情報がないクラブといったように， クラブごとの情報量に格差が生じてい

る.H氏によれば，事業財団による支援を積極的に活用しているクラブや先進事例として露出

の多いクラブについては比較的豊富な情報を収集することができるが，事業財団の支援を利用

しないクラブから多くの情報を得ることは難しいという. この背景には， クラブ設置目標の達

成に向けて未設置自治体に対するアプローチに重点が置かれがちであるとの事情もある. さら

には 1カ所の広域スポーツセンターで県内 100以上の地域スポーツクラブを管轄しなければな

らない状況から，事業財団は，十分に情報収集できていないクラブの存在を知りながらも，

うしたクラブの情報までなかなか網羅できない状況にある(注11) このことは，県内の総合型ク

ラブ育成の現状を評価し，支援を行っていく際の大きな障害の 1つとなっている(注12) 

(3)変容させるのに長期間を要する現場の様相と到達目標の存在

総合型クラブを設立しようとする際，各地域でそれまで実施されてきたスポーツ振興の状況

が大きく影響していることがある.例えば， c市における体育振興会の活動状況や D市にお

ける体育指導員の行政依存の状況は，従来の地域のなかのスポーツとのかかわり方が，総合型

クラブの設立までの過程に大きく投影されている事態を一面で浮き彫りにした(注目従来から
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してきた組織や事業においてスポーツ活動にかかわってきた人の意識を変容させるに

い時聞を要するはずだが，早期 iこ韓合型クラブを設立することが県の目標として掲げられてい

る昨今においては，設立準鑓持に多くの時間と労力を割く余裕はない.例えば.H氏は. c市

のスポーツ関係者を対象に広域スポーツセンター事業に関する講義を行った際に，総合型クラ

ブに移行することのメリットと事業信関が提供できる支設について説明をしたが，もう少し深

く議論を行った末に設立に至るべきであったと，当時の様子について者察していた.数鐘目標

が設定さ?れ全国各地で性急に総合型クラブが設立されてきたことについては今後さらなる分軒

が必要と考えるが，本調驚で明らかとなってきたこと拭，早，急に変容することが困難な地域ス

ポ…ツの現場を目の当たりにしながらも，設定された数値百擦のためにどうにか総合型クラブ

を設立させなければならない政策担当者の姿であった.そしてそこには，地域の生活課題やス

ポーツの開題についての深い議論がなされないままに設立されてきた総合型クラブもあるとい

う，このクラブ育成事業の 1つの実態がある. 

(4)広竣スポーツセンタ一事識の将来性についての不安

本調査に応じてくれた事業財団の専門員日氏やコーデイネータ -8氏は，毒患合型クラブ育

成に対する支援事業の「実働部隊jとして活動するかたわら，一方で広域スポーツセンター事

業が，今後も政策として継続されていくのかという，事業の将来性ζついて不安を抱いてもい

た.被らは，県のスポーツ撮興基本計酉の期限内はスポーツ翼連予算の減少はないだろうと

部しているが，その後の動向は予溺できず予算減少の可能性も否定できないとも語っている.

広域スポーツセンタ…控当部署は，県からの法違韓員と事業財団の契約職員，非営勤職員によ

って組織されており，事業財団の国有議員が艶置されているわけで、はないため，事業の変容に

対して比較的柔軟に対応できるような体制になっている.日氏や S氏は，大学院においてス

ポーツ科学を専攻し地域スポーツ振興について専門的な知識を携えながら意欲的に担当業務に

取り組んできているが，今後も継続してE広域スポーツセンター事業にかかわるかどうかについ

ては困難との見方を示しており，持続的に現在の業務に従事していくというよりは，現在の活

動を「一時的な止まち木jとして捉えている点で両者の障に共通した. 

6. むすびにかえて

本稿では .A県の広域スポーツセンター事業を受託した事業財団の担当者を対象に事例研究

を実施し現場で総合型クラブ育成の支援にあたる致策担当者が寵話している諸開題について
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明らかにしてきた.そこから浮き彫りになってきたことは，早期に変容させることが関難な要

国告数多く抱える地域スポーツの現場と，長期的な展望を議くことが国難な自らの立ち位置の

狭間で戸惑い，また壮大なクラブづくりを支援する方法論に苦髄しながらも日々の業務に忙殺

されてしまう政策組当者の姿であった.スポーツクラブを育成する地域という現場には，誕来

から活動してきた行致指当者やスポ…ツ関孫者が存在し，そこで醸成されてきた人びとの意識

など，変容するのに長期的な麗望を要する嬰悶が堆積しているのが現実である.現場でより

い地域スポーツクラブを育成していくためには継続的な蘭きかけを要すると考えらえるが，� A

県の政策謹当者が実際に置かれているのは，柔軟で効率的な雇用形態という名目の不安定な立

場であり，総合理クラブの「設立Jという媛期的金成果のみが目標として掲げられた「ノルマ

のあるj状況である.そうしたをか，政策相当者は，腐らの専門性を活かそうと意欲的に地域

スポーツクラブの支援に取り組んでいるものの，それぞれの地域・クラブごと った様棺

を示す現場に戸惑う日々を過ごしている.r設もが，いつでも，どこでも，いつまでもj参加

できる地域スポ}ツクラブを育てるにはどうしたら良いのか，その方法論に探く髄みづっも，

処理しなければならない時々の業務に忙殺されているのが，� A!誌における広域スポ…ツセン

タ…事業の担当者が底面する日々の� 1つの実態、なのである.� 

2010年或までに総合型クラブ育成の支援組識としての広域スポーツセンターをすべての都道

府県に設置するという国のスポーツ振興基本計闘の昌論みは，その数憧自標から判断する践ち

で泣成功したようにみえる唯14) しかしながら，現場で支援にあたる当事者のE議からその実

態を捉え返してみると，多岐にわたる困難な状況のなかで自らの振る葬いに苦悩している

者の姿を窺い知ることとなり，順調に政策が推進されているという文部科学者による一面的な

政策評備に首肯しがたい扶況を呂の当たりにするのである.数髄目標を設定し，それを的確に

達成していくという合理的・効率的な蒐策展開自体は意味のある活動と考えられるが，その裏

側で生起する問題を視野の外に置いたまま性急にクラブづくりが進路られている現況について

は看過すべきでは会い，スポ…ツ立菌戦略やスポ…ツ基本法が相次いで制定され，さらには第� 

2期スポーツ基本計画の策定を寵近に控えているわが国のスポーツ政策の転換期において考究

されるべき課題の� 1つは，現場の実惑からスポーツ政策のあり方を再考するための議論を始め

ることであり，そのためには現場の実態を提示するデータの蓄積を急がなければならない.� 

j:f: 

(1)住民の告主性・自律性の尊重したスポーツ政策詰近年開始されたことではなく，	 1961年制定の

スポーツ振興法に[自主的J，r自発的jという文言が組み込まれて以降，スポーツ有政が実現す
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ベきスポーツのあり方として重要課されてきた.そして，スポーツ基本法の第二条においても

「自主的・自律的Jという表現が採捕されることとなった.しかし，実擦のスポーツ活動の様相

は，未だ行政主導でスポーツ振興が誰進されていると訴されることが多く〈例えば，八

代，� 2002) 7)，昨今の政策文書においては，ぞれを解決すべき問題として強襲する傾向がみられ

る.� 

(2)広域スボ…ツセンター事業とは，スポーツ撮興基本計麗� (20∞年)で総合型クラブ脊成の支援

をするために設定された事業であり，� 2010年度までにすべての都道府県に少なくとも� lつの広域

スポーツセンタ…が育成されることが裂遠路壌とされた.� 

(3)多くの都道唐擦において広域スポーツセンタ一事業試教育委員会によって運営される一方，� A

県のように都道府県教育委員会以外の外部の罷体が実施するケースも雑誌できる.文部科学者� 

(2011a) 3)によれば，約20の広域スポーツセンターは体育協会や事業財団へ委託されている.� 

(4) この事業討問においては，専門員の方がコーデイネータ…より高い専門牲が求められる職とさ

れている.H氏は，� 2011震から専門員に昇接した.� 

日程3，2名)，月1司寝度(専門員8患の一般的な非常勤職員の勤務日数は，月11氏によれば，(5) H

度(コーデイネ…ター� 3名)であるという.こうした勤務体制から，丹13日程度という ，Hl去の

験務日数の多さが窺える.� 

(6) なお，� 1票内に100以上の総合翠クラブを設立するとの� rA県スポ…ツ援興基本計画Jの到達時標

は，すでに速成されている.

めこの報告書では，文部科学省が実撞した調査(文部科学省，	 2011b) 4)における� A県のクラブの

アンケ…ト回答結果が掲載されおり，表� 4はその部分を参考に作成した#� 

(8)2011年8月施有のスポ…ツ基本法でtt，体育指導委員は[スポーツ推滋委員Jという名称に変

れたが，本稿では，地域スポーツの現場においてはまだi日来の名称で語られることが多いこ

とに鑑み，統一して棒脊指導委員という表記を用いる.� 

(9)視察の対象となる事業は，事業話回から「スポ…ツ事業支援jを受託し祷助金を交付されたも

のがほとんどである.� 

(10)計画の内容のみならず，県としての明確な総合型クラブの認定基準も有していないことを勘

策するなら認，� JlI主義・榔択� (200吉)1)が取り上げた事例と開様に， A県Lこおいても地域スポーツ

クラブ育成を県独自の政策課題と強く結び付けることがないまま，京域スポーツセンタ一事業が

実施されてきたと言える.� 

(11)各クラブの情報について.H氏は収集することの難しさだけではなく，事業財団の職良謂で共

有していくことの国難性も指摘したー定期的に異動せがるを得ない県からの派遣職員や契約期間

の短い駿員で構成される部署において，長期的に支援を継続していくことの国難性が看取できょ

っ.� 
(12) S氏は，各クラブの情報について，事業財団として本当に程集すべきデータが荷かという点に

ついて辻整理できていないと述べている.� 

(13) さらに� H氏は，行政側の総合型クラブに対する瑚解度によっても総合型クラブの育成状況は

在右されると認識していた.� 

(14)文部科学省� (2011a)3)によれば，� 2010年12月� 1日現在，誌の都道蔚県(全都道宥県数の� 

95. 7%)においてE広域スポーツセンターが設置されている.
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